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108,954人

　2023（令和５）年に国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が公表した最新の人口推計
によると、本市の人口は今後も減少を続け、2045（令和27）年には10万人を下回ると見込まれています。
　人口減少が進行すると、労働力の減少に伴う経済・産業構造の変化、社会保障制度の維持、地域社会
における担い手不足など、私たちの暮らしに様々な影響を及ぼすことが懸念されます。
　本市では、本計画に基づき、子育て支援の充実、安全・安心で快適に暮らせる地域づくり、更なるにぎ
わいや魅力の創出など、現在の市民、そして、将来の市民が、いつまでも住み続けたい、住んでみたいと
思えるような施策を総合的に展開し、人口減少を緩やかにすることで、人口の将来展望を2035（令和
17）年は約11万人、2050（令和32）年は約10万人とします。

設定条件

人口の将来展望02

推計 基準人口 合計特殊出生率 移動率
社人研推計
準拠

2025（令和７）年
１月１日現在の住
民基本台帳人口
115,423人

2050（令和32）年に市民の希
望出生率1.91に上昇

2005（平成17）～2020
（令和2）年の間に観察
された地域別の平均
的な人口移動傾向が
2050（令和32）年まで
継続すると仮定

2005（平成17）～2020（令和
2）年における全国の子ども女
性比に対する市町村別の子ど
も女性比の比を算出し、その傾
向が2025（令和7）年まで続く
と仮定して直線的に延長し、
2025（令和7）年～2050（令
和32）年は一定として仮定

独自推計 同上 同上

※社人研推計準拠は、2025（令和7）年１月１日現在の住民基本台帳人口を基準人口とし、合計特殊出生率などの推計に
必要な仮定値については、社人研が2023（令和５）年に公表した「日本の地域別将来推計人口」の値を適用しています。

将来推計人口

基本計画の概要

　基本構想では、まちづくりの基本理念を「市民一人ひとりがともに幸せに暮らせるまちづくり」、まちの
将来像を「安心に包まれ ワクワクが広がる 未来への挑戦を楽しむまち つなぎ つながり ともに歩む」
と定め、この実現に向けた４つの考え方と、８つの施策分野の目指す姿を位置づけるとともに、基本構想
を着実に推進するため、「協働によるまちづくり」と「効率的かつ効果的な行政経営」の考え方を示してい
ます。
　基本計画では、基本構想の実現に向けて、各分野に施策方針を体系化し、それぞれに施策の目指す姿
や取組、施策の進捗状況を確認する指標などを設定します。そして、毎年度、本計画を中心に行政経営の
PDCAサイクルを確実に実行することで、実効性の高い施策展開を行います。

　総合計画の計画期間は2026（令和８）年
度から2035（令和17）年度までの10年間
とし、前半の5年間を前期基本計画、後半の
5年間を後期基本計画と位置づけます。
　本計画は、2026（令和8）年度から2030
（令和12）年度までの前期基本計画です。

1. 計画の目的

2.計画期間

まちづくりの基本理念 まちの将来像

計画の構成

市民一人ひとりがともに
幸せに暮らせるまちづくり

安心に包まれ　ワクワクが広がる 
未来への挑戦を楽しむまち
つなぎ つながり ともに歩む
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構想
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総合
戦略

基本計画
～戦略的な取組～

地方創生
施策を抽出

第3期廿日市市まち・ひと・しごと
創生総合戦略（2026～2030）

※本計画とは別に策定する。

10年（2026～2035年度）

前期5年
（2026～2030年度）

後期5年
（2031～2035年度）

第3期 5年
（2026～2030年度）

第4期 5年
（予定）


